
公益財団法人　山梨県暴力追放運動推進センター
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【主要事業の概要】
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3,891

565 578

3,044

3,817

555

設 立 年 月 日 平成４年１月２２日

暴力団からの不当な行為等の被害や困り事及び暴力団
に関する相談事業

県内の地域・職域で暴力団排除活動を行う組織を支援
する事業

4,072

594,196

E-mail ア ド レ ス boutui.yamanashi@aria.ocn.ne.jp

平成３０年度平成２９年度平成２８年度

2,866 2,694

594,196

事業費（単位：千円）
内容

機関誌や広報媒体を活用して県民に暴力団排除活動を
普及させるための事業

法人名

主
な
出
資
者
等

出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://boutsui-yamanashi.orjp

資本金（基本財産） 千円

5

8
7

団体（者）

出資者名等
山梨県
市町村
民間等

2

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所管部（局 ）課 山梨県警察本部刑事部組織犯罪対策課

所 在 地 甲府市丸の内一丁目５番４号恩賜林記念館内 電 話 番 号 ０５５－２２７－５４２０

理事長 進藤　中
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理事（非常勤） 6 2

9

出資その他
その他

10

暴力団排除活動組織の
支援事業

平成 ２９

暴力団排除の広報啓発
事業

暴力団に関わる相談事
業

年度

各年度 4月1日現在

理事（常勤） 1

プ

ロ

パ

ー

職

員
1

設 立
目 的
経 緯
概況等

　法人は、暴力団員による不当な行為を予防するための広報、支援等の活動を推進するとともに、暴力団員
による不当な行為についての相談、被害者の救援等の事業を行うことにより、社会全体の暴力排除意識の高
揚並びに暴力団員による不当な行為等の防止及びこれによる被害の救済を図ることを目的とする。

主な事業名
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一般職員

0臨時職員 0
1 1

男性

女性

～２０ ２１～３０ ３１～４０

非常勤職員 1 1

1 1
管理職 0

令和元年度

合計 0 0 0 0 0

1 2 0 1 1
４１～５０ ５１～６０

3 0 2 1
平均年収

計 2 0 1
年齢

公益法人用

300,000
100,000
194,196

出資比率出資額
50.5 %
16.8 %
32.7 %
0.0 %
0.0 %

（令和2年4月1日現在）

0.0 %
0.0 %
0.0 %
0.0 %
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0.0 %
0.0 %
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【経営の状況】 （単位：千円）
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減

7,935 7,933 8,082 149
7,030 6,836 6,949 113
1,742 1,667 1,729 62

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

16,707 16,436 16,760 324
事業費 13,071 12,691 13,259 568

うち人件費 6,690 6,988 7,054 66
管理費 3,487 3,489 3,533 44

うち人件費 1,999 2,096 2,096 0
経常支出　計　 16,558 16,180 16,792 612

149 256 △ 32 △ 288
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

149 256 △ 32 △ 288
50 50 50 0

604,161 604,467 604,485 18
（単位：千円）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減
5,987 6,422 6,394 △ 28

598,472 598,522 598,572 50
604,459 604,944 604,966 22

297 476 481 5
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

297 476 481 5
604,161 604,467 604,485 18

うち基本財産への充当額 594,197 594,197 594,197 0
うち特定資産への充当額 4,275 4,325 4,375 50

（単位：千円）
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減

0 0 0 0
人件費補助金 0 0 0 0
人件費以外の補助金 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

人件費委託金 0 0 0 0
人件費以外の委託金 1,742 1,667 1,729 62

委託金　計 1,742 1,667 1,729 62
1,742 1,667 1,729 62
10.4 10.1 10.3 0.2

0 0 0 0
0 0 0 0

【県の財政的関与の状況（平成３０年度）】

負債　計

経常外収入

正
味
財
産
の
状
況

項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

項目

負担金

補助金
（事業費）

補助金
（運営費）

正味財産

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高

財
務
状
況

項　　　　　目

委託金

県債務負担
実際残高

内容・目的・金額

暴力団対策法第14条第2項に定める責任者に対する講習会の実施委託料　1,729千円



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 9 90.0%

計 画 性 3 10 10 100.0%

組織運営の
適 正 性 3 10 10 100.0%

財 務 状 況 7 42 38 90.5%

効 率 性 5 18 17 94.4%

21 90 84 93.3%

正味財産増減

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込

回収不能債権

県の債務処理補助等

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

基本財産の運用が困難な状況下において、収益を確保するため、当センターで行っている不当要求防
止責任者講習会、メディアを活用した広報、暴力団離脱者支援など各種施策を更に積極的に推進し、
その存在をアピールして、賛助会費及び寄付金の増加を図る。

合　　計

現在のところ、事業支出と収益のバランスはとれているが、基本財産を国債で運用していることから、
当面、増収は望めず、積極的な事業活動を継続するためには、広く県民に暴力追放の必要性、当セン
ターの活動に対する支援を働き掛け、賛助金、寄付金の増加を図る必要がある。

当センターの「経営計画」（平成２９年度から平成３３年度）において、新たな事業目標として不当要求
防止責任者講習会の受講者年間８００人、暴力団離脱者協力雇用主（企業）を年間２社の獲得を目標
設定するなど、経営計画に基づいた各種事業を行っている。

県民の平穏な日常生活や経済活動に不安と恐怖を与えている暴力団を社会から根絶するため暴力団
排除啓発活動、暴力団相談及び暴力団排除活動支援等を行い、設立目的に適合している。

県監査委員事務局による指導事項に対して、規定を改正し適切な運用を行っている。なお、直近に実
施された山梨県公益認定等審議会による立会検査においても、概ね良好と認められている。

当法人の運営は、基本財産の運用益、寄付金、賛助金及び事業収益を財源としているが、基本財産
は国債で運用しているため収益の増加が望めず、これを補うためには、賛助金及び寄付金を増加させ
ることが必要である。

当法人の職員は３名と必要最小限である。暴力団を排除するためには、暴力団排除の県民への更な
るアピール、暴力相談への積極的対応、暴力団離脱者への就労支援が必要であり、これら活動を積
極的に推進し実績を上げていく。

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と
適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

法人の事業を経営計画等に基づき、改善した指導項目を含め適切な事業運営を継続して行う
こと。経済情勢を踏まえると、安定した国債により基本財産を運用している法人収益の増加は
当面見込めない状況であるが、収益と支出のバランスは保持されているため、継続して事業
内容を広報し、県民の理解を得て、寄付金・賛助会費の増収に努めること。

・安定した財務基盤を維持するため、引き続き、経営計画（平成２９年度～令和３年度）及び経営健全化プラ
ン（令和元年度～令和５年度）に基づいた法人運営を行い、基本財産については、適時適切な運用に努めて
いく。
・県民における暴力団排除の意識を更に向上させるため、積極的な広報、啓発活動に取り組んでいく。
・法人業務において、法人の目的及び法人が実施している事業内容を積極的に広報し、県民の理解を得て、
寄付金、賛助会費の増収に努めていく。

法人は、暴力団員による不当な行為を予防するための広報、支援等の活動を推進するととも
に、暴力団員による不当な行為についての相談、被害者の救援等の事業を行うことにより、社
会全体の暴力排除意識の高揚並びに暴力団員による不当な行為等の防止及びこれによる被
害の救済を図ることを目的とし、現在も事業を推進していることから、設立目的に適合してい
る。

法人は、中長期的な事業計画として計画した経営計画（平成２９年度～令和３年度）に基づ
き、具体的な数値目標を掲げるなど事業を計画的に推進していることから、今後も継続するこ
と。また、年時計画については計画値と実績値を分析し、費用対効果の検証を随時行い、定
期的な計画の見直しを図ること。

法人の運営は、常勤の役員１名、職員１名、非常勤職員１名と最低限の人員により運営されて
いる。常勤職員により事業経営と法人経理を分担したうえ、顧問税理士に経理業務を委託し、
運営上の重要な意志決定は理事会で諮っている。平成３０年度に受監した県監査員事務局に
よる指導事項等ついては、全て改善されている状況であることから、再発防止策を継続するこ
と。

正味財産増減額は、当期に赤字転換したが、連続赤字にはなっておらず、収支相償を保って
いることから、継続し適正な法人経営に努めること。

法人は、職員３名という必要最小限の人員で運営しており、事業を更に推進するには、県民に
よる暴力団排除気運を高め、暴力相談に対する積極的な広報・啓発活動を推進すること。ま
た、暴力団離脱者への社会復帰対策を推進するためには、離脱者を受ける企業の獲得が必
要であることから、これらの活動を推進すること。

警 戒 指 標 数

得 点 率 93.3
0

A

・平成３０年度は、当期一般正味財産増減額がマイナスとなったが、流動比率や自己資本比
率は高水準であることから、安定した経営が維持されている。
・企業等において暴力団排除の意識が浸透したことを背景に、暴力団追放に関する相談件数
が増加し、２期連続で目標を達成したことから、目的適合性の評価が向上するとともに、職員１
人当たり役務提供実績件数が増加し、効率性の評価も向上した。
・金利低迷により、法人の主要財源である基本財産運用益の増加が、今後も見込まれないこ
とから、引き続き、法人事業の広報啓発活動に積極的に取り組み、寄付金収入や賛助会費の
確保に努める必要がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


